
 

  

令和 8 年度予算総会 
次 第 

 
    １ 開会の挨拶 

 

    ２ 会長挨拶 

 

    ３ 定足数及び議決権数の確認 

 

    ４ 議長選出 

 

    ５ 議事録署名人選出 

 

    ６ 議事 

       第１号議案 令和 8 年度事業計画の承認 

       第２号議案 令和 8 年度収支予算書並びに資金調達及び設備投資の 
見込みを記載した書類の承認 

 
 

    ７ 閉会の挨拶 

 

 

第 1 号議案 

令和 8 年度 事業計画 
（令和 8 年 4 月 1 日～令和 9 年 3 月 31 日） 

 
公益社団法人自彊術普及会 

I 事業の内容 

公１ 普及促進事業 

 １．指導講習会の実施(定款第 4 条第 1 項(1)) 
(1) 全国 5 総支部及び 50 支部の指導管理の下、本部直轄の講習会、公的機関・各種カルチャー

センターの要請による受託講習会、有資格者主宰の講習会など、全国各地で約 4,612 の教

場が常設され、普及活動が実施される。 
(2)  ボランティア活動の実施 

介護施設や身障者施設へのボランティア活動も各支部で行う。 
 
 ２．指導者養成及び資格・称号の授与(定款第 4 条第 1 項(2)) 

「自彊術」を後世に永くかつ正確に継承するために、また安全かつ適切な指導による自彊術体

操の普及を確保するために、その原点である療法と体操を基礎から学ぶ研修会を実施し、その

修練と研鑽による技量に応じて指導者資格を認定授与する。 
((11)) 指指導導者者養養成成特特別別研研修修会会（『指導者資格・称号の授与等に関する規程』第 5 条） 
■本部研修会 
 「準師範等研修会」に於ける検証・確認事項を、正会員をはじめとする現役指導者及び資

格取得を目指す者に直接伝える研修を行う。安全かつ適切な指導を全国的に維持・確保す

る重要な研修会である。 
① 「本部研修会 in 熱海」(全国の各支部の中核となる指導者を目指す人を対象とする) 

第 127 回 令和 8 年 4 月 10 日～11 日 
 指導者 師範 1 名・準師範 1 名・奥伝 4 名 
 受講対象者 中伝取得者、中伝を目指す者 計 90 名 

第 128 回 令和 8 年 6 月 26 日～27 日 
 指導者 師範 1 名・準師範 1 名・奥伝 4 名 
 受講対象者 中伝取得者、中伝を目指す者 計 90 名 

第 129 回 令和 8 年 10 月 23 日～24 日 
 指導者 師範 1 名・準師範 1 名・奥伝 4 名 
 受講対象者 中伝取得者、中伝を目指す者 計 90 名 

 
② 「シニア本部研修会 in 熱海」(68 歳以上の、指導者を目指す人を対象とする) 

第 20 回 4・6・10 月の本部研修会 in 熱海と同日開催とする 
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第１号議案



 

③ 本部道場研修会 
 本会及び関東地区等の中核となる指導者養成のために、年 10 回を 1 タームとする  

基準をもって実施する。 
 尚、本部・北海道地区研修会を札幌エルプラザ（札幌市）にて実施する。 

 
■総支部指導者養成所研修会 

各支部の中核となる指導者養成のために、総支部に於いて年 10 回を 1 タームとする基

準をもって実施する。 
総支部名 実施会場 

東北総支部 山形市  やまぎん県民ホール 
神奈川県総支部 本部道場 
中部総支部 名古屋市 アイリス愛知 
関西総支部 吹田市  さんくすホール 
関西総支部 坂出市  市民ふれあい会館 
九州・中国総支部 福岡市  西国武道会館 

 
 

■地方特別研修会 
各支部の中核となる指導者養成のために各支部の要請に応じて本部より講師を派遣し、 
年１回随時実施する。 

 
実施日程 実施支部 会 場 実施日程 実施支部 会 場 

4 月 5 日・6 日 
福島・山形県・宮城県
支部合同 

やまぎん県民ホール 7 月 9 日・10 日 福岡・南九州支部合同 西国武道会館 

5 月 23 日・24 日 富士北麓・甲府支部 ぴゅあ総合 7 月 13 日・14 日 北海道支部 札幌エルプラザ 

5 月 23 日・24 日 石川県支部 石川県文教会館 7 月 28日・29 日 
横浜・神奈川南・神奈川
ふじさわ・湘南支部合同 

本部道場 

5 月 23 日・24 日 大阪府支部 パナソニックリゾート大阪 9 月 1 日・2日 
春日部・板橋・春日部
南・越谷支部合同 

本部道場 

5 月 23 日・24 日 北九州支部 菅原会館 9 月 5 日・6日 東京北支部 本部道場 

5 月 26 日・27 日 千葉県成田支部 本部道場 9 月 12 日・13 日 滋賀県支部 
ピアザ淡海  
滋賀県立県民交流センター 

5 月 30 日・31 日 東松山支部 新明幼稚園 9 月 29 日・30 日 
練馬・小平・立川朝日支
部合同 本部道場 

5 月 30 日・31 日 沖縄支部 ユインチホテル南城 10 月 31 日・11 月 1 日 静岡葵支部 平井公民館 

5 月 31 日・６月 1日 茨城県支部 国民宿舎鵜の岬 10 月 31 日・11 月 1 日 
名古屋・名古屋中支部
合同 

アイリス愛知 

6 月 2 日・3日 大宮・川越支部合同 本部道場 10 月予定 
東京北支部 
（ワシントンＤ.Ｃ.） 

ワシントン 

6 月 6 日・7 日 
京都府・奈良県・大阪
東支部合同 

パナソニックリゾート大阪 11 月 17 日・18 日 
横浜朝日・横須賀・横須
賀南支部合同 

本部道場 

7 月 4 日・5日 
豊橋・静岡県・豊川支
部合同 

アイプラザ豊橋 11 月 24 日・25 日 
熊谷・千葉県・千葉県柏・新
宿朝日・大宮南支部合同 

本部道場 

7 月 4 日・5日 兵庫県支部 ホテル北野プラザ六甲荘 11 月 29 日・30 日 岡山支部 坂出グランドホテル 

7 月 4 日・5日 わかやま県支部 
和歌山県国際交流セン
ター    
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③ 本部道場研修会 
 本会及び関東地区等の中核となる指導者養成のために、年 10 回を 1 タームとする  

基準をもって実施する。 
 尚、本部・北海道地区研修会を札幌エルプラザ（札幌市）にて実施する。 

 
■総支部指導者養成所研修会 

各支部の中核となる指導者養成のために、総支部に於いて年 10 回を 1 タームとする基

準をもって実施する。 
総支部名 実施会場 

東北総支部 山形市  やまぎん県民ホール 
神奈川県総支部 本部道場 
中部総支部 名古屋市 アイリス愛知 
関西総支部 吹田市  さんくすホール 
関西総支部 坂出市  市民ふれあい会館 
九州・中国総支部 福岡市  西国武道会館 

 
 

■地方特別研修会 
各支部の中核となる指導者養成のために各支部の要請に応じて本部より講師を派遣し、 
年１回随時実施する。 

 
実施日程 実施支部 会 場 実施日程 実施支部 会 場 

4 月 5 日・6 日 
福島・山形県・宮城県
支部合同 

やまぎん県民ホール 7 月 9 日・10 日 福岡・南九州支部合同 西国武道会館 

5 月 23 日・24 日 富士北麓・甲府支部 ぴゅあ総合 7 月 13 日・14 日 北海道支部 札幌エルプラザ 

5 月 23 日・24 日 石川県支部 石川県文教会館 7 月 28日・29 日 
横浜・神奈川南・神奈川
ふじさわ・湘南支部合同 

本部道場 

5 月 23 日・24 日 大阪府支部 パナソニックリゾート大阪 9 月 1 日・2日 
春日部・板橋・春日部
南・越谷支部合同 

本部道場 

5 月 23 日・24 日 北九州支部 菅原会館 9 月 5 日・6日 東京北支部 本部道場 

5 月 26 日・27 日 千葉県成田支部 本部道場 9 月 12 日・13 日 滋賀県支部 
ピアザ淡海  
滋賀県立県民交流センター 

5 月 30 日・31 日 東松山支部 新明幼稚園 9 月 29 日・30 日 
練馬・小平・立川朝日支
部合同 本部道場 

5 月 30 日・31 日 沖縄支部 ユインチホテル南城 10 月 31 日・11 月 1 日 静岡葵支部 平井公民館 

5 月 31 日・６月 1日 茨城県支部 国民宿舎鵜の岬 10 月 31 日・11 月 1 日 
名古屋・名古屋中支部
合同 

アイリス愛知 

6 月 2 日・3日 大宮・川越支部合同 本部道場 10 月予定 
東京北支部 
（ワシントンＤ.Ｃ.） 

ワシントン 

6 月 6 日・7 日 
京都府・奈良県・大阪
東支部合同 

パナソニックリゾート大阪 11 月 17 日・18 日 
横浜朝日・横須賀・横須
賀南支部合同 

本部道場 

7 月 4 日・5日 
豊橋・静岡県・豊川支
部合同 

アイプラザ豊橋 11 月 24 日・25 日 
熊谷・千葉県・千葉県柏・新
宿朝日・大宮南支部合同 

本部道場 

7 月 4 日・5日 兵庫県支部 ホテル北野プラザ六甲荘 11 月 29 日・30 日 岡山支部 坂出グランドホテル 

7 月 4 日・5日 わかやま県支部 
和歌山県国際交流セン
ター    

 
 

((22)) 上上級級指指導導者者研研修修会会（『指導者資格・称号の授与等に関する規程』第 6 条） 
奥伝資格以上の指導者を対象とし、その指導技術、徳育(自彊術の精神)の更なる涵養を図

り、後進指導者に対する養成力を培うと同時に、自彊術体操を日本の一文化として後世に伝

承する気概を持つ人材を養成することを目的とする。 
 

①  準師範等研修会(31 動、療法に関する技術、指導法、その他、指導上の要点の検証及び 
確認をすることにより、指導の全国的統一性、均質性を確保する重要な研修会である。) 
箱根湯本：令和 8 年 11 月 8 日(日)～9 日(月) 

② 奥伝研修会 
 (i)選抜奥伝研修会(将来、指導者養成特別研修会の講師となる者を養成することを目的 
  とし、その候補者約 30 名は本部が選出する。) 
  本部道場：令和 8 年 4 月 8 日(水)、10 月 14 日(水) 
 (ii)奥伝会(広く奥伝資格者を対象とする。) 
   箱根湯本：令和 8 年 11 月 8 日(日)～9 日(月) 
③ 支部長研修会 

本部道場：令和 8 年 4 月 8 日(水)、10 月 14 日(水) 
 
((33))  資資格格・・称称号号のの授授与与（定款第４条第 1 項（2）） 

初伝 4 月･7 月･10 月･令和 9 年 1 月 
中伝 5 月  
奥伝 6 月 

 
  
公２ 普及啓発事業 
１．自彊術に関する調査研究(定款第 4条第 1項(3)) 

  自彊術体操実践者に対し、各種アンケート及び体力測定などの追跡調査を実施する。 
 

２．自彊術に関する刊行物等の発行(定款第 4 条第 1 項(3))  
① 機関紙『自彊の友』の発行 

「自彊術」の医学的根拠・効能に関する講義録、「公開講演会」における講演内容、指導者

になった友へのインタビュー、受講者の体験談、普及活動の現状、免状取得者の氏名、事業

計画の伝達等を掲載して自彊術体操の優秀性・合理性を社会に啓発することを目的とする。 
 

② リーフレットの配布 
リーフレットには、「自彊術」の歴史とメカニズム、自彊術で予防または改善が期待できる

症状などが記載されており、幅広く社会全般への PR に活用する。 
 

③ 『自彊術の栞』の配布 
栞には、「カリキュラム」、「自彊術の心得」とともに、本会への入会に必要な事項が記載さ

れており、主に入会希望者を対象に配布する。 
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  ３．web による情報の公開(定款第 4 条第 1 項(3)) 
公益法人として求められている情報公開への対応及び社会への普及啓発のために、更なる 
充実を図る。 

 
４．公開講演会の実施(定款第 4 条第 1 項(4)) 
 会員の啓発及び一般の方々への自彊術啓発を目的として、6 月に講演会を実施する。 
  ( 人選中 ) 
 

  ５．周年記念支部(定款第 4 条第 1 項(4)) 
 50 周年    福 島 支部     

40 周年    北海道 支部 

30 周年    川 越 支部    熊  谷 支部 

兵庫県 支部        大阪府 支部    

京都府 支部 

20 周年  大阪東 支部 

               

６．海外文化交流事業の実施(定款第 4 条第 1 項(4)) 
近年の世界情勢に鑑み、新たな地域への指導者の派遣などの積極的な海外文化交流事業は 
当面控え、ワシントン教室・台湾教室を中心とした、自彊術体操の普及拡大に努める。 

   
７．近藤芳朗記念館における展示(定款第 4 条第 1 項(3)) 
 自彊術体操の誕生・発展・衰退、そしてその復興の歴史に関する資料の収集と展示を通じて、

自彊術の技術的・精神的優秀性を啓発することを目的とする。 
・事務局就業時間中、一般の方も常時見学出来る。(要予約) 
・入館料は無料。 

 

II その他 

１．会議(定款第３章以下および４章以下) 
  (1) 総 会 決算総会  令和 8 年 6 月 17 日 

予算総会  令和 9 年 3 月 
 
  (2) 理事会 決算理事会 令和 8 年 5 月 18 日 

予算理事会 令和 9 年 2 月 
 
 (3) 総支部長・支部長会議 随時開催 
   自彊術の健全な普及と発展に関する様々な問題の検討・調整・決定を行う。 

 
 (4) 各支部主催教室長会議 随時開催 

    各支部内の様々な問題の検討・調整・決定を行う。 
 

 

 
＜付 記＞ 
元会長故医学博士近藤芳朗が法人設立の精神の一つとして「各人の能力に応じた、医学的解析を

経た適切な運動を実施することが、究極の予防医学の大きな柱となり、健康で豊かな一生・豊かな

社会の実現に資することになる」と常々説いていたことを忘れてはならない。この精神を踏まえ、

広く社会に貢献する自彊術普及会会員の自覚をもって、令和 8 年度の事業計画を全会員が協力して

推進したいものと考える。 
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  ３．web による情報の公開(定款第 4 条第 1 項(3)) 
公益法人として求められている情報公開への対応及び社会への普及啓発のために、更なる 
充実を図る。 

 
４．公開講演会の実施(定款第 4 条第 1 項(4)) 
 会員の啓発及び一般の方々への自彊術啓発を目的として、6 月に講演会を実施する。 
  ( 人選中 ) 
 

  ５．周年記念支部(定款第 4 条第 1 項(4)) 
 50 周年    福 島 支部     

40 周年    北海道 支部 

30 周年    川 越 支部    熊  谷 支部 

兵庫県 支部        大阪府 支部    

京都府 支部 

20 周年  大阪東 支部 

               

６．海外文化交流事業の実施(定款第 4 条第 1 項(4)) 
近年の世界情勢に鑑み、新たな地域への指導者の派遣などの積極的な海外文化交流事業は 
当面控え、ワシントン教室・台湾教室を中心とした、自彊術体操の普及拡大に努める。 

   
７．近藤芳朗記念館における展示(定款第 4 条第 1 項(3)) 
 自彊術体操の誕生・発展・衰退、そしてその復興の歴史に関する資料の収集と展示を通じて、

自彊術の技術的・精神的優秀性を啓発することを目的とする。 
・事務局就業時間中、一般の方も常時見学出来る。(要予約) 
・入館料は無料。 

 

II その他 

１．会議(定款第３章以下および４章以下) 
  (1) 総 会 決算総会  令和 8 年 6 月 17 日 

予算総会  令和 9 年 3 月 
 
  (2) 理事会 決算理事会 令和 8 年 5 月 18 日 

予算理事会 令和 9 年 2 月 
 
 (3) 総支部長・支部長会議 随時開催 
   自彊術の健全な普及と発展に関する様々な問題の検討・調整・決定を行う。 

 
 (4) 各支部主催教室長会議 随時開催 

    各支部内の様々な問題の検討・調整・決定を行う。 
 

 

 
＜付 記＞ 
元会長故医学博士近藤芳朗が法人設立の精神の一つとして「各人の能力に応じた、医学的解析を

経た適切な運動を実施することが、究極の予防医学の大きな柱となり、健康で豊かな一生・豊かな

社会の実現に資することになる」と常々説いていたことを忘れてはならない。この精神を踏まえ、

広く社会に貢献する自彊術普及会会員の自覚をもって、令和 8 年度の事業計画を全会員が協力して

推進したいものと考える。 
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普及促進事業
(公　１）

普及啓発事業
(公　２）

共　通 小　計

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

　(1) 経常収益

　　①基本財産運用益 0 0 450,000 450,000 0 450,000

　　　基本財産受取利息 0 0 450,000 450,000 0 450,000

　　②特定資産運用益 0 0 32,000 32,000 0 32,000

　　　特定資産受取利息 0 0 32,000 32,000 0 32,000

　　③受取会費 0 0 71,338,000 71,338,000 71,337,000 142,675,000

　　　正会員受取会費 0 0 2,995,000 2,995,000 2,995,000 5,990,000

　　　賛助会員受取会費 0 0 68,343,000 68,343,000 68,342,000 136,685,000

　　④事業収益 73,474,000 0 0 73,474,000 0 73,474,000

　　  講習会等実施事業収益 7,101,000 0 0 7,101,000 0 7,101,000

　    指導者養成事業収益 55,596,000 0 0 55,596,000 0 55,596,000

　　  資格等授与事業収益 10,777,000 0 0 10,777,000 0 10,777,000

　　⑤受取寄付金 0 0 500,000 500,000 0 500,000

　　　受取寄付金 0 0 500,000 500,000 0 500,000

　　⑥雑収益 0 0 29,000 29,000 7,920,000 7,949,000

　　　総会・懇親会会費 0 0 0 0 7,920,000 7,920,000

　　　受取利息 0 0 29,000 29,000 0 29,000

　　　その他雑収益　　　　　　 0 0 0 0 0 0

　　　経常収益計 73,474,000 0 72,349,000 145,823,000 79,257,000 225,080,000

　(2) 経常費用

　　①事業費 128,020,000 57,789,000 0 185,809,000 0 185,809,000

  役員報酬 16,070,000 6,702,000 22,772,000 22,772,000

  給料手当 26,422,000 6,203,000 32,625,000 32,625,000

  臨時雇賃金　　 2,682,000 0 2,682,000 2,682,000

  報酬謝金 18,504,000 0 18,504,000 18,504,000

  役員退職慰労引当金繰入額 800,000 334,000 1,134,000 1,134,000

  退職給付費用 317,000 51,000 368,000 368,000

  退職給付金 730,000 0 730,000 730,000

  法定福利費 2,018,000 585,000 2,603,000 2,603,000

  会議費 6,592,000 530,000 7,122,000 7,122,000

  会場費 0 1,606,000 1,606,000 1,606,000

  研修会場費 13,881,000 0 13,881,000 13,881,000

  旅費交通費 13,916,000 300,000 14,216,000 14,216,000

  通勤費 463,000 149,000 612,000 612,000

  通信運搬費 1,689,000 7,347,000 9,036,000 9,036,000

  減価償却費 6,825,000 1,174,000 7,999,000 7,999,000

  消耗品費 4,033,000 2,120,000 6,153,000 6,153,000

  修繕費 1,581,000 0 1,581,000 1,581,000

  印刷製本費 200,000 10,955,000 11,155,000 11,155,000

令和8年度 収支予算書
令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

合　計

公益社団法人 自彊術普及会                                                                                                   (単位:円）

法人会計科　　　　目

公益目的事業会計
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第２号議案



普及促進事業
(公　１）

普及啓発事業
(公　２）

共　通 小　計
合　計法人会計科　　　　目

公益目的事業会計

　渉外費 131,000 0 131,000 131,000

  光熱水料費 1,302,000 204,000 1,506,000 1,506,000

  賃借料 156,000 0 156,000 156,000

  リース料 211,000 97,000 308,000 308,000

  保険料 320,000 45,000 365,000 365,000

  諸謝金 20,000 1,963,000 1,983,000 1,983,000

  租税公課 4,014,000 1,284,000 5,298,000 5,298,000

  インターネット費 0 31,000 31,000 31,000

  支払手数料 288,000 13,000 301,000 301,000

  委託費 2,429,000 660,000 3,089,000 3,089,000

  事務委託費 1,035,000 15,154,000 16,189,000 16,189,000

  雑費 1,391,000 282,000 1,673,000 1,673,000

　　②管理費 0 0 0 0 36,952,000 36,952,000

  役員報酬 7,778,000 7,778,000

  給料手当 5,909,000 5,909,000

  役員退職慰労引当金繰入額 354,000 354,000

  退職給付費用 53,000 53,000

  法定福利費 1,170,000 1,170,000

  福利厚生費 543,000 543,000

  会議費 9,201,000 9,201,000

  会場費 1,842,000 1,842,000

  旅費交通費 1,549,000 1,549,000

  通勤費 143,000 143,000

  通信運搬費 919,000 919,000

  減価償却費 771,000 771,000

  消耗品費 242,000 242,000

  修繕費 238,000 238,000

  印刷製本費 522,000 522,000

  渉外費 145,000 145,000

  光熱水料費 477,000 477,000

  リース料 65,000 65,000

  保険料 23,000 23,000

  諸謝金 113,000 113,000

  租税公課 806,000 806,000

  支払寄付金 2,000 2,000

  支払手数料 113,000 113,000

  委託費 2,905,000 2,905,000

  雑費 1,069,000 1,069,000

　経常費用計 128,020,000 57,789,000 0 185,809,000 36,952,000 222,761,000

　  評価損益等調整前当期経常増減額 -54,546,000 -57,789,000 72,349,000 -39,986,000 42,305,000 2,319,000

　 評価損益等計 0 0 0 0 0 0

　当期経常増減額 -54,546,000 -57,789,000 72,349,000 -39,986,000 42,305,000 2,319,000

　２　経常外増減の部

　　(1)経常外収益

　　　　経常外収益計 0 0 0 0 0 0
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普及促進事業
(公　１）

普及啓発事業
(公　２）

共　通 小　計
合　計法人会計科　　　　目

公益目的事業会計

　　(2)経常外費用

　　　　経常外費用計 0 0 0 0 0 0

　　　　当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

  他会計振替前当期一般正味財産増減額 -54,546,000 -57,789,000 72,349,000 -39,986,000 42,305,000 2,319,000

        他会計振替額 0 0 39,986,000 39,986,000 -39,986,000 0

　  当期一般正味財産増減額 -54,546,000 -57,789,000 112,335,000 0 2,319,000 2,319,000

　　一般正味財産期首残高 509,375,617 346,366,000 855,741,617

　　一般正味財産期末残高 509,375,617 348,685,000 858,060,617

Ⅱ　指定正味財産増減の部

     一般正味財産への振替額 0 0 0

     当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 30,000,000 0 30,000,000

　　指定正味財産期末残高 30,000,000 0 30,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 539,375,617 348,685,000 888,060,617
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Ａ００４７４１

公益社団法人　自彊術普及会

（１） 資金調達の見込みについて

当期中における借入れの予定の有無を記載し、

借入れ予定がある場合は、その借入先等を記載してください。

なし

円

円

（２） 設備投資の見込みについて

当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定の有無を記載し、

設備投資の予定がある場合には、その内容等を記載してください。

なし

円

円
公　２

普及啓発事業

借 入 先

設備投資の予定

事業番号
支出又は収入の

予定額
資金調達方法

又は取得資金の使途

公　１
普及促進事業

公　１
普及促進事業

公　２
普及啓発事業

設備投資の内容

事業年度
法人コード

法人名

資金調達及び設備投資の見込みについて

事業番号 金　額 使　途

借入れの予定

自　令和8年 4月 1日

至　令和9年 3月31日
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